
１．はじめに

　現在、2019年末から世界で感染が始まった新型コロ
ナウイルス感染症が未だ収束せず、感染拡大防止のた
めに、世界的に人の移動が制限され、ロックダウン地
域もあり、グローバルな社会経済に大きな影響が生じ
ている。この厳しい状況を克服するには、各種の社会
課題解決等が求められ、そのためには、多様なイノベー
ション創出が必要と考えられる。しかし、新型コロナ
ウイスル感染拡大に伴う入国制限をはじめとする様々
な移動等の制限や制約条件があり、感染前同様という
わけにはいかないであろう。新型コロナウイルスのワ
クチン開発、感染拡大の防止策、治療関連等の各種イ
ノベーションは世界の知を結集して次々と創出されて
いるし、コロナ禍における人々の生活を支える各種の
イノベーションも生み出されている。しかし、それ以
外の領域におけるイノベーション創出については、様々
な制約等により活発とは言い難いのではないだろうか。
　東北大学大学院工学研究科堀切川一男教授（以下、

堀切川教授と記す）は2021年２月20日現在で、産学連
携により企業と217件の新製品等を開発し、特に、コロ
ナ禍の2020年度（2021年２月20日現在）の開発件数は
32件で、そのうち堀切川教授を核とする支援チームに
よる堀切川モデルの活動における開発は29件であった

（堀切川，2021.2.22）。堀切川モデルの活動は後掲する
ように、2004年に仙台堀切川モデルが開始され（林，
2006，p19）、福島堀切川モデル（林 ・ 田辺，2013，
p639）、宮城おおさき堀切川モデル（林，2015，p132）、
上山堀切川モデル（林，2020a，p21）へと横展開して
いる（林，2020b，pp87-88）。堀切川モデルの活動にお
いても、他を含めた堀切川教授全体の取り組みとして
も、コロナ禍の2020年度、堀切川教授の企業と連携し
た新製品等の開発件数が年度別で最多である（堀切川，
2021.2.22）。コロナ禍において堀切川モデルの活動は地
域中小企業と産学連携で新製品等のイノベーションを
創出し続けており、本稿では、その要因を検討するこ
とを研究の目的とする。

〔要旨 / Abstract〕
　本稿では新型コロナウイルス感染拡大の状況下でも、企業との産学連携により多数のイノベーション
を創出し続けている堀切川モデルの要因を分析した。堀切川教授の分析による７項目、堀切川教授のフィ
ロソフィー、支援チームの核に専門知と構想知提供者である堀切川教授の存在が、コロナ禍でも堀切川
モデルの活動が、企業と産学連携により多数の新製品開発を生み出している要因であることを明らかに
した。
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　This study analyzes the factor why the activities of the Hokkirigawa Model have been able to con-
tinuously create many innovations through industry-academia collaboration with local SMEs under the 
spread of COVID-19.
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２．新型コロナウイルス感染状況

　当初、新型肺炎とメディアで報道されていた新型コ
ロナウイルスの感染は、2019年12月に中国武漢市で発
生し、2020年１月16日厚生労働省が、中国武漢市で発
生した新型コロナウイルスによる肺炎の国内初の患者
を確認したと明らかにした（日本経済新聞夕刊，
2020.1.16，p1）。新型コロナウイルスの感染は国内外で
拡大し、WHO のテドロス事務局長は2020年３月11日
に世界で感染が拡大する新型コロナウイルスについて
パンデミックとみなせると表明し、この時点で世界110
か国 ・ 地域以上に拡大し、累計感染者数は12万人を超
えていた（日本経済新聞夕刊，2020.3.12，p1）。
　2020年４月７日には新型コロナウイルス感染症緊急
事態宣言が埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪
府、兵庫県及び福岡県に発出され（内閣府，2020.4.7）、
同年４月16日には区域が全都道府県へと変更され（内
閣府，2020.4.16）、不要不急の外出自粛や、三つの密

（密閉空間、密集場所、密接場面）を避けること等が掲
げられ、休業要請もあり、できる限り出勤せずに、在
宅によるテレワークが推奨された。同年５月25日には
緊急事態解除宣言が出された（内閣府，2020.5.25）。
　１日の新型コロナウイルス感染者数が NHK 調べで
7,639人となった2021年１月７日（NHK，2021.2.20）、
埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県へ再度の緊急事
態宣言が出され（内閣府，2021.1.7）、１日の感染者数
過去最多の7,949人が感染した（NHK，2021.2.20）同年
１月８日から実施された。同年１月13日には区域とし
て栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県
及び福岡県の追加が出され（内閣府，2021.1.13）、同年
１月14日から実施された。
　2021年２月19日現在で全国の新型コロナウイルス感
染者数累計は NHK 調べで423,336人、死者数累計は
7,365人である（NHK，2021.2.20）。
　厚生労働省（2021.2.18）によれば、2021年２月17日
から新型コロナウイルスワクチン接種は医療従事者へ
の先行接種が開始され、2022年２月末までに、高齢者、
基礎疾患を有する人、16歳以上のそれ以外の人の順に
接種を進めていく見込みとのことである。ワクチン接
種開始により、若干の先行きが見えてきたものの、新
型コロナウイルス感染の収束時期は不確実である。

　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、世界的に景気
低迷となる中、わが国でも緊急事態宣言による時短営
業や店舗休業、非正規雇用の解雇等、厳しい状況が続
いている。内閣府（2021.2.8）が発表した2021年１月の
景気ウォッチャー調査によれば、景気の現状判断指数
は前月比3.1ポイント低い31.2で、飲食関連の落ち込み
等で３か月連続の悪化で、2020年５月以来の低水準で
あった（日本経済新聞，2021.2.9，p5）。業種による差
異はあるが、世界的に厳しい経済状況が続いている。

３．イノベーションをとりまく状況

　新型コロナウイルス感染拡大防止や感染者への治療
等に関連する、コロナ禍における課題解決の為の各種
イノベーションはグローバルに、ワクチン開発、治療
のための各種医療機器、防護服やマスク、消毒薬等、
多数創出されている。また、外出自粛やテレワーク等、
人々の生活変化に対応した新たなサービス等も生み出
されている。このような中、わが国では、2021年４月
から第６回科学技術・イノベーション基本計画がスター
トする。答申前ではあるが、その内容を概観するとと
もに、企業における状況等を整理する。さらに、コロ
ナ禍の状況としてテレワークが浸透し、世界的に広がっ
たオンラインミーティングについてメリットとデメリッ
ト等を紹介し、コロナ禍でも変わらない中小企業のイ
ノベーション創出への期待を述べる。

⑴　第６期科学技術 ・イノベーション基本計画
　2021年４月から、1995年に施行された「科学技術基
本法」が一部改正され、「科学技術 ・ イノベーション
法」として施行される（内閣府）。2020年第201回国会
で、25年ぶりとなる科学技術基本法の本格的な改正が
行われ、法律の名称が「科学技術 ・ イノベーション基
本法」となり、これまで科学技術の規定から除外され
ていた「人文 ・ 社会科学（法では「人文科学」と記載）
のみ」に係るものを、同法の対象である「科学技術」
の範囲に位置づけ、「イノベーションの創出」を柱の一
つに据えている（内閣府，2021.1.20）。今回、「人文 ・
社会科学」の振興が法の対象に加えられた背景として
は、科学技術 ・ イノベーション政策が、研究開発だけ
でなく、社会的価値を生み出す政策へと変化し、これ
からの政策には、一人ひとりの価値、地球規模の価値
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を問うことが求められており、今後は、人文 ・ 社会科
学の厚みのある「知」の蓄積を図るとともに、自然科
学の「知」の融合による、人間や社会の総合的理解と
課題解決に資する「総合知」の創出 ・ 活用がますます
重 要 と な る こ と 等 が 論 じ ら れ て い る（内 閣 府，
2021.1.20）。
　第６期科学技術 ・ イノベーション基本計画における
現状認識では、「国内外における情勢変化」として、世
界秩序の再編の始まり、現実の脅威となったグローバ
ル ・ アジェンダ、情報社会（Society 4.0）の限界の露
呈、「情勢変化を加速させた新型コロナウイルス感染症
の拡大」では、国際社会の大きな変化、激変する国民
生活、が述べられている（内閣府，2021.1.20）。そし
て、第６期科学技術 ・ イノベーション基本計画の方向
性としては、米中対立の先鋭化など世界秩序の模索の
動きや現実の危機となった気候変動問題をはじめとす
るグローバルな課題の克服への貢献、コロナ禍に対応
する国内の構造改革という両軸を、どのように実現し、
国民一人ひとり、世界の市民に多様な幸せ（well-being）
をもたらすのか、そのための政策的創案を世界に示し、
Society5.0を具体化していくことが必要であること等が
掲げられている（内閣府，2021.1.20）。引き続き、イノ
ベーション創出が重要なことが見受けられる。

⑵　コロナ禍で進展したオンラインミーティング
　コロナ禍により、テレワークが推奨され、浸透した
と見受けられる。学会、研究会等もオンライン開催が
一般的となり、企業では対面ミーティングより、一時
はオンラインミーティングが増加したところもあるの
ではないだろうか。オンラインミーティング等は移動
時間や移動費用が不要で、時差はあるものの、インター
ネット接続が可能であれば、世界中どこにいても参加
可能で、ごく普通のコミュニケーションツールとなっ
たようである。
　オンラインミーティング等は企業がイノベーション
を創出するにあたり、コロナ禍で移動制限があっても、
ある程度は各種案件について議論を進めていくことは
可能である。
　一方、筆者が参加した各種オンラインの学会や研究
会での講演や企業のエンジニアや研究者等とのオンラ
インミーティングからは、相手先企業においてオンラ
インの画面で見えている以外の人が潜んでいることへ
の懸念から秘密情報は話せないとか、顧客に試作品を
その場で作動させてもらっての評価を得られない等の
デメリットが生じていることも把握した。

 

図表１　外部連携を活用する目的として最も重視するもの

出典：中小企業庁：2020年版中小企業白書，2020．

89

林：コロナ禍でも産学連携でイノベーションを創出し続ける堀切川モデル



⑶　中小企業によるイノベーション創出への期待
　わが国では2020年版中小企業白書（2020，pxiii）に
よれば、直近の2016年で全企業の99.7％の約358万者が
中小企業である。Asc と Audretsch（1990）は中小企
業がイノベーションの担い手になっていると論じ、2009
年版中小企業白書（2009，p46）では、中小企業はニッ
チ市場におけるイノベーションの担い手であると論じ
ていることからも、わが国企業の99.7％を占める中小
企業がイノベーションを創出することへの期待は大き
い。
　2020年版中小企業白書（2020，p118）によれば、東
京商工リサーチ調べの「中小企業の付加価値向上に関
するアンケート」から、図表１「外部連携を活用する
目的として最も重視するもの」に示すように、製造業、
非製造業ともに、「外部の専門ノウハウを活用するため

（効率化やスピード ・ 品質の向上）」が１位となってい
る。
　一方で、North et al.（2001，p304）によれば、中小
企業は大企業に比して経営資源や知識ベースの内部リ
ソースが限定され、制約があると論じ、岡室（2006，
p21）は内部の経営資源が相対的に乏しく、研究開発
活動の制約が強い中小企業にとって、産学連携は重要
な経営戦略 ・ 技術戦略のひとつで、重要であると論じ
ている。
　以上より、中小企業のイノベーション創出には外部
との連携により、外部ノウハウ等を活用することが必
要と考えられ、コロナ禍での様々な制約や制限等を鑑
みると、可能な限りでの連携の重要さが推察できる。
　本稿におけるイノベーションの定義は、新たな経済
的価値や社会的価値を創造することとし、新製品や新
サービスを開発し、それらを市場で流通させ（林 ・ 田
辺，2010，p40）、開発した自社製品により自社の強み
を PR し、新たな受注拡大に繋げること等を含めるこ
ととする（林，2016，p353）。

４�．コロナ禍でもイノベーションを創出し続け
る堀切川モデル

　2021年２月20日現在、堀切川教授は前掲したように
産学連携で企業と217件の新製品等の開発実績があり、
このうち、仙台堀切川モデル、福島堀切川モデル、宮
城おおさき堀切川モデル、上山堀切川モデルの活動、

すなわち堀切川モデルの活動は広域連携も含め、158件
である（堀切川，2021.2.22）。
　1995年11月15日科学技術基本法が施行され、わが国
が「科学技術創造立国」を目指して科学技術の振興を
強力に推進していくことが明確化され（内閣府）、2002
年２月４日第154回国会において、当時の小泉純一郎内
閣総理大臣が施政方針演説で、わが国が知財立国を目
指すことを表明し（官邸，2002.2.4）、産学連携が活発
化していった。

⑴　仙台堀切川モデル
　それを受けて、翌2003年、東北大学総長、東北経済
連合会会長、宮城県知事、仙台市長がトップ会談「産
学官連携ラウンドテーブル」を開催し（林 ・ 堀切川，
2007，p152）、そこで東北大学教員を兼務で宮城県と
仙台市へ派遣し、産学連携による地域貢献を行うとい
う方針のみが合意された（林，2017，p106）。
　仙台市は、東北大学から山形大学へ赴任し、地域中
小企業と長野オリンピック日本チーム用超低摩擦ボブ
スレーランナー「ナガノスペシャル」等の複数の新製
品や、地域中小企業から米油製造後の脱脂ぬかを使っ
てほしいとの要請で硬質多孔質性炭素材料を原料とす
る新素材「RB セラミックス」を開発していた堀切川
教授の取り組み（堀切川，2002）に着目して要請し、
2004年４月仙台市地域連携フェローの一人に堀切川教
授が就任した（林 ・ 田辺，2010，p33）。堀切川教授を
核とする支援チームとして、当初は仙台市産業振興事
業団ビジネス開発ディレクター村上雄一氏と仙台市産
学連携推進課担当者の３人で地域中小企業を訪問する
ことからスタートし、後に、仙台市産業振興事業団職
員が加わった（林 ・ 田辺，2010，p33）。何か困ったこ
とはありませんかと地域中小企業を訪問する取り組み

「御用聞き型企業訪問」、堀切川教授コーディネートに
よる地域企業技術者向けのサロン形式セミナー「寺子
屋せんだい」、希望する訪問先中小企業や寺子屋せんだ
い参加中小企業等との新製品等開発の３つの取り組み
を、堀切川教授に相談の上、筆者が「仙台堀切川モデ
ル」と命名し、2006年産学連携学会第４回大会で公表
した（林，2006，p19）。仙台市地域連携フェローは複
数名就任しており、それぞれ、活動内容が異なってい
たために、命名したものである。
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　仙台堀切川モデルの活動で、高圧絶縁電線自動車点
検装置「OC ランナー」、RB セラミックス粒子配合ソー
ル材を用いた耐滑サンダル、入院患者用安全サンダル

「安全足進」、超耐滑 Dr．ホッキーソールを用いた食品
加工 ・ 厨房用スニーカー「シェフメイトグラスパー」、
缶飲料用ジョッキー型紙製ホルダー「保温缶スリープ」
等を新製品開発している（林，2020b，pp91-92）。2004
年４月から2021年２月20日現在までの新製品等開発は
56件で、その内、2020年度（以下、2020年度と記した
場合2020年４月１日から2021年２月20日までとする）
の開発は５件であった（堀切川，2021.2.22）。

⑵　福島堀切川モデル
　約10年前の2011年３月11日に発生した東日本大震災
後も、仙台堀切川モデルは震災復興版として、被災し
た地域企業のためになる取り組みを行い、成果を生み
出していたところ、復興庁からの要請で、堀切川教授
は2012年12月24日に第６回復興推進委員会で活動を報
告した（復興庁，2012.12.24）。その会議に参加してい
た福島県幹部（現知事）からすぐに要請があり、2013
年４月堀切川教授は福島県の東日本大震災復興のため
に、福島県地域産業復興支援アドバイザー（2017年４
月、福島県地域産業復興 ・ 創生アドバイザーへ名称変
更）へ就任した（林，2014，p43）。
　堀切川教授を核とする支援チームは、サブアドバイ
ザー、福島県担当者、福島県は仙台市に比して面積が
大きいため、浜通り、中通り、会津の３地域に分けて
の各地域の産業支援機関担当者、地元株式会社山川印
刷所の販売支援員で構成し、後に、支援チームへは一
般社団法人福島県発明協会（福島県知財総合支援窓口）
が参加し、販売支援員として参画していた山川印刷所
は事務局機能を担うようになった（林，2020b，pp94-
95）。活動当初は、各地域中小企業へ堀切川教授の支援
の在り方や考え方を伝える「製品開発セミナー」を開
催し、翌日、堀切川教授を核とする支援チームでセミ
ナー参加の地域中小企業へ御用聞き型企業訪問を行い、
企業の希望により新製品開発を開発する取り組みを行っ
ており（林，2020b，p94）、堀切川教授に相談し、林 ・
田辺（2013，p639））がこの活動を研究 ・ 技術計画学
会（現研究 ・ イノベーション学会）第28回年次学術大
会で「福島堀切川モデル」と命名して、公表した。フォ

ローアップは各地域の産業支援機関が担い、営業支援
等は営業ツールを持たない中小企業の為に、活動報告
書を営業ツールに使えるように作成したり、販促パン
フレットの作製等は事務局機能の山川印刷所が担って
おり、2016年頃に福島県内で「製品開発セミナー」の
開催が概ね一巡から二巡したため、その後は、御用聞
き型企業訪問と新製品開発支援が主軸となり、地域中
小企業の希望のみならず、堀切川教授は下請けでオリ
ジナル商品を保有していない訪問先中小企業へ、各企
業の強みたる技術力 PR の為に、展示商談会へ出展展
示できる新製品開発を薦めている（林，2020b，pp94-
95）。
　福島堀切川モデルの活動で、楕円型ぐいのみ

「A-DAEN」、ステンレス製超鏡面ぐいのみ「NANO-
GUI」、抱きかかえ構造バイス「MARU-MARU」、名刺
入れサイズのフラット靴べら「べら丸」、3D カップイ
ンコースター等を新製品開発している（林，2020b，
p95）。2013年４月から2021年２月20日現在までの新製
品等開発は63件で、その内、2020年度の開発は17件で
あった（堀切川，2021.2.22）。

⑶　宮城おおさき堀切川モデル
　宮城県大崎市（旧古川市）へ1964年電子部品メーカー
のアルプス電気株式会社（アルプスアルパイン株式会
社）古川工場が進出し、地元中小企業が協力工場や下
請け工場となっていたが、バブル崩壊後、アルプス電
気古川工場での生産が、海外へシフトし、地元中小企
業の業務量が激減した（天野，2003，pp150-153，p162）。
そのような状況を鑑み、2010年特定非営利活動法人未
来産業創造おおさき（以下、MSO）が発足した。地域
中小企業を熟知している MSO 総括コーディネーター
加藤義徳氏が、2014年度「ものづくり課題解決研究会」
を立ち上げ、研究会の核としての座長を堀切川教授に
要請した（林，2015，p132）。研究会当日や翌日に、
堀切川教授を核とする支援チーム、加藤氏、大崎市担
当者で地域中小企業を訪問し、堀切川教授が技術指導
や新製品開発支援を行い、フォローアップは加藤氏が
担っており、堀切川教授へ相談の上、この活動を、筆
者が産学連携学会第13回大会で「宮城おおさき堀切川
モデル」と命名して、公表した（林，2015，p132）。
　宮城おおさき堀切川モデルの活動で、「看板自動振り
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分け器」、反り防止型金属薄板研削加工システム「スー
パーディスクフラッター」、内半径 ・ 外半径測定ゲージ

「アンモナイト R ゲージ（仮称）」、ユニバーサルカレー
スプーン、様々に連携できる椅子「Gran Chairs」等を
新製品開発している（林，2020b，p97）。活動開始か
ら2019年度までの新製品等開発は15件で、2020年度は
コロナ禍で新製品開発はなかった（堀切川，2021.2.22）。

⑷　上山堀切川モデル
　2016年度には山形県上山市商工課長が自治大学校で
堀切川教授の講義を受講し、筆者が東北地域の自動車
振興の PM として企画し、2016年10月25日に開催した

「第４回ものづくりトップマネジメントセミナー in 上
山」での堀切川教授の講演により、上山市は仙台堀切
川モデルのような活動を切望し、堀切川教授へ要請し、
堀切川教授は2017年４月「上山市産業振興アドバイ
ザー」に就任した（林，2020a，p21）。同年６月に上
山で堀切川教授によるセミナーを開催し、その後は、
希望する地域中小企業等へ課題解決や新製品開発支援
のため、堀切川教授と上山市商工課企業誘致推進室職
員１名で訪問しており、堀切川教授へ相談の上、この
活動を、筆者が2020年２月「上山堀切川モデル」と命
名して、産学官連携ジャーナルで公表した（林，2020a，
pp21-22）。
　上山堀切川モデルの活動で、さくらんぼの種とり機

「チェリースター」、ミラ猪口、ドリンクホルダー
「YOKO ZUNA」、保冷型ワインボトルラック、世界一
の鏡面レベル Ra0.006μm（6nm）「ミラチョク万華鏡」
等を新製品開発している（林，2020b，p98）。2017年
度から2021年２月20日現在までの新製品等開発は18件
で、その内、2020年度の開発は７件であった（堀切川，
2021.2.22）。

⑸�　サステイナブルな堀切川モデルの新製品等開発実
績

　2004年スタートの仙台堀切川モデルの横展開の取り
組みとして福島堀切川モデル、宮城おおさき堀切川モ
デル、上山堀切川モデルそれぞれが進展しており、各
堀切川モデルの誕生経緯、活動の仕組み、特徴等の詳
細については、林（2020b）を参照いただきたい。
　堀切川教授は1996年度から2020年度までに、企業と

の産学連携で217件の新製品等を図表２のように開発し
続けており、東日本大震災直後の2011年度には仙台堀
切川モデルの活動で４件、それ以外で１件の計５件、
コロナ禍の2020年度には堀切川モデルの活動で29件、
それ以外で３件の計32件を開発しており、未曽有の事
態発生の年度も含めて、継続的なサステナブル ・ イノ
ベーションを創出している（林，2020c）。
　堀切川モデルの活動が継続展開される中で、2016年
度から仙台堀切川モデル支援企業と宮城おおさき堀切
川モデル支援企業を堀切川教授がつなぎ、支援して、
新製品等開発する広域連携が始まり、2019年度までに
図表２に示すように、６件新製品等が開発されている。
2020年度はコロナ禍という状況で、４つの堀切川モデ
ルの活動状況に温度差があり、広域連携による新製品
等開発は無かった（林，2020b，p100）。

⑹�　コロナ禍における堀切川モデルの新製品等開発実
績

　コロナ禍の2020年度においても、堀切川教授は東北
大学から他地域はもとより、東北域内への出張制限が
出ていた時期があるにもかかわらず、企業との産学連
携により、堀切川モデルの活動で29件、堀切川モデル
以外で３件の計32件の新製品等を開発している（堀切
川，2021.2.22）。図表２より、注目すべきは年度別でコ
ロナ禍の2020年度の新製品等開発件数が最多というこ
とである。コロナ禍の2020年度、堀切川教授は出張可
能となってから、堀切川モデルの活動では従来通りの
対面式による御用聞き型企業訪問を行い、オンライン
ミーティングは実施していない（堀切川，2021.2.22）。
一方、堀切川モデルの活動以外の取り組みでは、大企
業とオンラインミーティングによる新製品開発の打合
せ等を行っている（堀切川，2021.2.22）。
　2020年度新製品等開発案件には、福島堀切川モデル
の活動で支援した「ウイルス感染対策　飛沫防止安心
パネル」等があり、この飛沫防止安心パネルは2021年
１月に仙台市主催の就職の為の対面面接会に使われて
おり、他にもコロナ禍感染対策用グッズの開発が複数
見受けられる（堀切川，2021.2.20）。
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５�．コロナ禍でもイノベーションを創出し続け
た堀切川モデルの要因

　コロナ禍でも何故、堀切川教授と企業との連携によ
り、2020年度に年度別最多の32件の新製品等が開発で

きたのであろうか。堀切川モデルの活動に着目し、堀
切川教授による分析（2021.2.20，22）と、林（2020b，
pp99-100）等から考察する。

図表２ 年度別堀切川モデルとそれ以外の堀切川教授と企業の新製品等開発件数 

 
出典：堀切川教授への複数回のヒアリングより、筆者作成
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2008 8 1 7 7
2009 3 3 3
2010 6 3 3 3
2011 5 1 4 4
2012 3 1 2 2
2013 10 4 6 5 1
2014 18 18 2 13 3
2015 18 3 15 4 9 2
2016 22 11 11 2 6 1 2
2017 21 2 19 2 10 3 2 1 1
2018 21 2 19 2 6 4 6 1
2019 14 5 9 2 2 1 3 1
2020 32 3 29 5 17 7
計 217 59 158 56 63 15 18 1 4 1
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図表２　年度別堀切川モデルとそれ以外の堀切川教授と企業の新製品等開発件数

出典：堀切川教授への複数回のヒアリングより、筆者作成
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⑴　堀切川教授による分析
　堀切川教授（2021.2.20）はコロナ禍でも2020年度に
企業と連携して多数の新製品を開発できた要因、特に
福島堀切川モデルと上山堀切川モデルの活動で多数の
新製品を開発できた要因として、「①連携先企業がコロ
ナ禍で仕事が減少し、空いた時間で開発に取り組みま
しょうと声掛けし、それに対応してくれた企業が結構
あったこと」、「②コロナ禍対策用グッズの開発に取り
組んだ企業も多数あったこと」、「③役所のやる気」、

「④産業支援機関のやる気」を挙げている。さらに、堀
切川教授（2021.2.20）は特に福島堀切川モデルの活動
で2020年度17件の新製品等が開発できた要因について、

「⑤東日本大震災後から御用聞き型企業訪問（ふくいろ
キラリプロジェクト）において、多くの企業が開発に
前向きに取り組んだ体験を積んできていること」、「⑥
堀切川教授の講演やふくいろキラリプロジェクトの新
製品開発の成果等をまとめた成果報告集（毎年発行）
の配布による啓発活動により、コロナ禍でも前向きに
開発に取り組む意識を持った企業が福島県内には極め
て多いこと」、さらに「⑦福島県では、東日本大震災か
らの地域企業復興をめざした支援およびその結果とし
て地域企業の新製品開発の経験が、コロナ禍で活かさ
れた」ことを論じている。また、堀切川教授は、４つ
の堀切川モデルが展開されている自治体の新型コロナ
ウイルス感染対策等への予算配分による堀切川モデル
の活動予算への影響、役所担当者の人事異動等の影響
も示唆している（堀切川，2021.2.20）。
　新製品たるイノベーションを創出するには、Tidd et 
al.（2001，邦訳 p23）らによれば、何を開発するかの
対象を選出すること自体が課題である。North et 
al.（2001，p304）によれば中小企業は経営資源や知識
ベースの内部リソースが限定されているので、何を新
たに開発するかを見つけるのは難しいのではないかと
想定されるが、上記の①を堀切川教授らが中小企業へ
声掛けするということは、企業ニーズや企業課題を勘
案して、堀切川教授が深い専門知や経験等から、何を
開発するかを提案でき、経営資源に限りのある中小企
業にとっては、何を開発すればよいかについてアドバ
イスを得ることができ、イノベーション創出へ近づけ
るものと想定される。
　Tidd et al.（2001，邦訳 p432）らは、中小企業は少

数顧客との密接な関係を構築しており、さらなるイノ
ベーションへの見通しや動機をほとんど持っていない
ので、正式の製品開発やマーケティングに対してほと
んど注意を払わず、将来の成長可能性が限定されてい
る場合が多いと論じていることからも、堀切川教授ら
は上記⑥や⑦を通して、中小企業へイノベーションの
重要性を気付かせたと考えられる。

⑵　堀切川教授のフィロソフィー
　堀切川教授には企業との連携による新製品開発に対
して、一貫した複数のフィロソフィーがあり（林，
2020b，pp99-100）、それらが、コロナ禍でも企業との
産学連携による多数の新製品開発に好循環していると
考えられる。
①　地域中小企業のニーズ主体の新製品開発

　コロナ禍という未曽有の事態において、業種により
異なるが、受注が減少していると想定される地域中小
企業が、コロナ禍をどうとらえ、いかに対応していく
かは、経営トップの判断次第と考えられる。コロナ禍
で受注が減少し、時間的にも労力的にも余裕があるか
ら、今こそ、新製品等開発に取り組もうという前向き
なチャレンジ精神がある企業は、堀切川教授のアドバ
イスや提案等を十分に受け止め、吸収する能力が旺盛
で、新製品等の開発ができたのではないかと想定され
る。Cohen and Levinthal（1990，p128）は新たな外部
情報の価値を認識して吸収し、ビジネスに応用する能
力は企業のイノベーション ・ ケイパビリティにとって
重要であると論じており、堀切川モデルで新製品開発
を希望する中小企業はこの吸収能力を保有しているの
ではないかと考えられる。堀切川教授のフィロソフィー
の一つである、地域中小企業の新製品等を開発したい
というニーズで、コロナ禍というピンチをチャンスに
替えて、新製品等を開発できており、地域中小企業の
ニーズ主体ということが新製品開発に重要であると見
てとれる（林，2020b，p99）。さらに、コロナ禍でも
堀切川教授が連携先中小企業の工場を見学し、その企
業の技術の強みを理解した上で、中小企業のニーズや
強みを活かしたイノベーションを連携により創出して
おり、対面によるメリットの効果が導出されていると
見受けられる。
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②　外部競争的資金に依存しない新製品開発
　堀切川教授は、外部競争的資金を活用すると中小企
業が中間報告書等の膨大な書類作成に煩わされるので、
その時間を新製品開発等に集中することが肝要である
との考えから（林 ・ 田辺，2010，pp37-38）、原則とし
て企業と連携した新製品開発に外部競争的資金を活用
しない（林，2020b，p99）。コロナ禍において、新型
コロナウイルス感染対策への役所の予算投入等により、
例年より外部競争的資金が万一減少しても、堀切川モ
デルの活動においては問題ない。
③　知的財産の企業帰属

　仙台堀切川モデルの活動における堀切川教授の発明
は、大学教員としてではなく、各地域の自治体非常勤
職員等の立場としてのため、東北大学の機関帰属とせ
ずに、連携先地域中小企業が自由に出願し、権利化で
きる（林 ・ 田辺，2010，p38）。これも、堀切川教授の
フィロソフィーであり、中小企業が東北大学へのライ
センスフィーの支払いを気にしたり、東北大学との知
的財産に関わる複雑な交渉や契約に時間や労力を費や
さないで済むようにという堀切川教授のフィロソフィー
である（林 ・ 田辺，2010，p38）。
④　ミニマム目標の設定

　堀切川教授は目標をできるだけミニマムに設定し、
早期にネーミングを行い、一刻も早く製品化して市場
に上市することで、地域中小企業は目標が達成できた
という成功体験を体得でき、なおかつ、製品を上市し
た市場でのニーズをフィードバックでき、製品の改良
や次の製品開発に活かせるというメリットを掲げてい
る（林，2020b，p99）。
　また、堀切川教授はこれまで新製品開発にお金と時
間かけないことをモットーにしており（林，2020b，
p99）、コロナ禍で先行き不透明な現在においても、堀
切川教授のフィロソフィーにより、企業は製品開発を
諦めずに取り組めるというものである。

⑶　支援チームの核に専門知と構想知提供者の存在
　堀切川教授の専門知を専門の機械工学のトライボロ
ジー等、構想知を新製品化や事業化へのアイデアや構
想とするならば、堀切川教授は2020年１月29日現在で、
企業と産学連携により新製品等開発した181件につい
て、堀切川モデルでは「構想知＋専門知」の提供が

59.5％、堀切川モデル以外では「構想知＋専門知」の
提供が61.8％で、特徴としては、堀切川モデルでは「構
想知のみ」の提供が25.4％、堀切川モデル以外では「専
門知のみ」の提供が25.5％となっている（林，2020d，
pp85-86）。堀切川教授は大学教授としての専門知に加
えて、堀切川モデルの活動は自治体などの非常勤職員
という立場であるがゆえに、専門知の提供にこだわら
ず、構想知の提供のみであっても、地域中小企業の新
製品等が開発でき、それらによって企業の技術力 PR
になり、受注増加につながればよいとの考えを持って
いる（林，2020d，p86）。また、堀切川教授は2020年
１月29日までに、約3,300件の無料技術相談に対応して
いる（林，2020b，p99）。
　堀切川教授のように企業との産学連携による新製品
等開発件数が多く、新製品等開発の経験知が豊富であ
り、なおかつ、専門知と構想知を提供できる人材が、
支援チームの核に存在していることも、堀切川モデル
の活動がコロナ禍においてもイノベーションを継続的
に創出できている要因の一つと考えられる。

６．まとめ

　堀切川教授は2021年2月20日現在で、産学連携により
企業と217件の新製品等を開発し、コロナ禍の2020年度
には、これまでの年度別最多の32件を開発し、そのう
ち堀切川教授を核とする支援チームによる堀切川モデ
ルの活動における企業との開発は29件であった（堀切
川，2021.2.22）。
　コロナ禍において堀切川モデルの活動が地域中小企
業と産学連携で新製品等のイノベーションを創出し続
けている、その要因を検討することを本稿の研究の目
的とし、堀切川教授へのメールヒアリング、先行研究、
筆者のこれまでの研究等から考察し、次のことが明ら
かになった。
　堀切川教授によれば、コロナ禍においても企業との
産学連携で新製品等を多数開発できた要因として、「①
連携先企業がコロナ禍で仕事が減少し、空いた時間で
開発に取り組みましょうと声掛けし、それに対応して
くれた企業が結構あったこと」、「②コロナ禍対策用グッ
ズの開発に取り組んだ企業も多数あったこと」、「③役
所のやる気」、「④産業支援機関のやる気」、特に福島堀
切川モデルの活動で「⑤東日本大震災後から御用聞き
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型企業訪問（ふくいろキラリプロジェクト）において、
多くの企業が開発に前向きに取り組んだ体験を積んで
きていること」、「⑥堀切川教授の講演やふくいろキラ
リプロジェクトの新製品開発の成果等をまとめた成果
報告集（毎年発行）の配布による啓発活動により、コ
ロナ禍でも前向きに開発に取り組む意識を持った企業
が福島県内には極めて多いこと」、「⑦福島県では、東
日本大震災からの地域企業復興をめざした支援および
その結果として地域企業の新製品開発の経験が、コロ
ナ禍で活かされた」をあげている（堀切川，2021.2.20）。
　堀切川教授のフィロソフィーの「地域中小企業のニー
ズ主体の新製品開発」、「外部競争的資金に依存しない
新製品開発」、「知的財産の企業帰属」、「ミニマム目標
の設定」が好影響し、コロナ禍でも多数の新製品等を
開発でき、さらには、支援チームの核に専門知と構想
知両方の提供者である堀切川教授の存在が、コロナ禍
でも企業との多数の新製品開発を生み出していること
が明らかになった。また、堀切川モデルの活動が、コ
ロナ禍においても感染防止を行いながら、連携先中小
企業への工場訪問等を対面で行ったことにより企業の
ニーズや強みを把握でき、堀切川教授を核とする支援
チームと企業の相互理解やコミュニケーションを通し
てのイノベーション創出効果もあったと考えられる。
　新型コロナウイスル感染拡大が収束せず、グローバ
ルに社会経済が低迷し、先行きが不確実で制限や制約
のある条件の悪い中で、堀切川教授を核とする堀切川
モデルの活動は企業との産学連携により継続的に年度
別最多のイノベーションを創出しており、その要因を
学ぶことは、今後の社会課題解決や経済回復への一助
となると考える。コロナ禍は現在進行形のため、最新
の堀切川モデルについて分析考察したが、十分とはい
えず、本研究の今後の課題としたい。
　最後に、コロナ禍の大変な中、メールヒアリングや
情報提供をしてくださった堀切川教授に心より感謝申
し上げる。
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